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＊米軍、アフガン撤収完了『20年戦争　米国「敗北」』対ﾃﾛ、今後結末
米国史上最長の「20年戦争」となったｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ戦争が苦渋の幕切れを迎えた。米同時ﾃﾛ直
後だった2001年10月のｱﾌｶﾞﾝ空爆以来、約2500人もの死者を出した駐留米軍が、ｲｽﾗﾑ主
義組織ﾀﾘﾊﾞﾝの全土制圧を横目に30日、任務を終えた。撤収という名の「敗北」は超大国の
威信低下と世界秩序の混迷を如実に映し出す。
・2つの戦争で米国は「敗北」（べ＝ﾍﾞﾄﾅﾑ、ア＝ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ）
　❶期間➞ｱ＝2001年～21年（20）、ﾍﾞ＝1965年～75年（10）
　❷戦費➞ｱ＝2兆2千億㌦、ﾍﾞ＝約9千億㌦（現在に換算）
　❸最大時兵力➞ｱ＝10万人規模、べ＝54万人
　❹米兵死者➞ｱ＝約2500人、ﾍﾞ＝約5万8千人
　❺その他死者数（軍民計）➞ｱ＝約16万5千人、べ＝約335万人

＊中国、ﾃﾞｰﾀ安全法施行…ﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済、25年1000兆円
中国政府は1日、ﾃﾞｰﾀの統制を強化するﾃﾞｰﾀ安全法（ﾃﾞｰﾀｾｷｭﾘﾃｨｰ法）を施行する。ﾃﾞｰﾀに
かかわる法整備を進めることで国内の利用拡大を促し、統制下での成長を目指す。2025年
にﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済の規模を1千兆規模まで引き上げ、先行する米国に対抗することを目指す。20
年で5兆3500億㌦（約600兆円）で米国の4割程度、25年で1千兆円目指す。
・国内で扱うあらゆるﾃﾞｰﾀｰが規制対象で、収集や保存など中国国内で扱われるﾃﾞｰﾀの全
ての初めての包括的な法律だ。
・党政府主導でﾃﾞｰﾀ分野で先行する米国を追いかけ、米国の制裁などの影響を受けない独
自のﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済を構築することが狙い。

＊中国の景況感　大幅悪化…8月　感染再拡大で移動制限
8月の購買担当者景気指数（PMI）によると、製造業と非製造業を合わせた総合産出指数は
前月より3.5㌽低い48.9㌽となった。好不調の境目である50を下回るのは、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽが
直撃した2020年2月以来だ。感染拡大に伴う移動制限で旅行業などが打撃を受けた。
・PMIは製造業3000社、非製造業4200社が対象。新規受注や従業員数など項目ごとに調べ
る。8月はｻｰﾋﾞｽ業の景況感が大幅に悪化した。非製造業のﾋﾞｼﾞﾈｽ活動指数は47.5と6㌽近
く低下した。業種別にみると、運輸や宿泊、外食、娯楽などがしぼむ。

＊中国恒大、拭えぬ財務不安…不動産大手、代金未払いや預金凍結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当局、経営の安定を指示
中国の不動産大手、中国恒大集団が経営問題に揺れている。2020年末に7000億元（約12
兆円）まで膨らんだ有利子負債の圧縮を急ぐ一方で、取引先による代金未払いの告発や、
金融機関による預金の凍結など、資金繰りの悪化を連想させる事態が相次ぐ。業界を代表
する恒大の経営の行方を巡っては、当局が金融ｼｽﾃﾑへの波及を懸念している。

＊中国IT2強、36兆円減少…東ｱｼﾞｱ時価総額（昨年末比）
　　　　　　　　　　　　　EV関連、優遇で躍進「日本、地盤沈下続く」
東ｱｼﾞｱ企業の市場での序列が足元で揺れ動いている。中国政府の規制強化で、ﾃﾝｾﾝﾄとｱ
ﾘﾊﾞﾊﾞ集団の大手IT2社だけで昨年末から時価総額が3300億㌦（約36兆円）減少。代わりに
需要増が続く半導体とEVの電池など脱炭素関連が規模を拡大。日本企業の地盤沈下も深
刻だ。
⦿東ｱｼﾞｱの時価総額上位10社　　　❶（１）ﾃﾝｾﾝﾄ5743億㌦（▴18%）
❷（4）TSMC5644（15）❸ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団4406（▴32）❹（3）ｻﾑｽﾝ4308（▴14）
❺（5）茅台酒3081（▴20）❻（7）ﾄﾖﾀ2830（13）❼（6）工商銀行2393（▴9）
❽（15）招商銀行1921（14）❾（24）CATL1819（46）❿（9)美団1814（▴19）

＊中国、貧富差縮小に本腰…芸能界に一斉締め付け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 脱税摘発や資金集め規制
中国当局が貧富の格差を縮める「共同富裕」への取り組みを強め始めた。8月下旬に著名女
優の脱税を摘発したほか、ﾌｧﾝからの資金集めに関する業界規制を強化する方針を発表。
富裕層の違法な所得
や行動を許さないという党の公平さを国民に広く示すため芸能人が標的になった可能性が
ある。習近平指導部は貧富の格差縮小を強く打ち出している。
・富裕層などに対し「過度に多い所得は適切に調整し、社会に還元することを奨励する」、さ
らに「違法な所得は断固取り締まる」と強調した。
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＊高額寄付、中国富豪走る…小米など「共同富裕」警戒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 民間活力そぐ恐れ
中国のIT企業を中心に、創業者による高額寄付や従業員の待遇改善の動きが相次いでい
る。習近平指導部が格差是正へ掲げた「共同富裕」に応じる形だが、規制当局の介入や世
論の批判への恐れがのぞく。利益の還元を強いる手法は民間企業の活力をそぐﾘｽｸをはら
む。
⦿「共同富裕」に従う動きが相次ぐ
　企業の取り組み＝・ﾃﾝｾﾝﾄ「社会問題解決に計１000億元投資」
　　　　・ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団「ｷﾞｸﾞﾜｰｶｰ支援に25年までに計1000億元投資」
　　　　・京東集団「ﾎﾞｰﾅｽを2ヵ月から4ヵ月分に増額」
　個人による寄付＝・小米の雷董事長「144億元分の自社株を基金に」
　　　　・ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽの張創業者「教育基金に5億元寄付」
　　　　・ﾋﾞﾝﾄﾞｩｵﾄﾞｩｵ黄創業者「大学に1億㌦を寄付」

＊ｺｽﾄ半減の太陽電池　量産…ﾍﾟﾄﾌﾞｽｶｲﾄ型を月内
　　　　　　　　ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ新興、建物壁面に（折り曲げ可、耐久性もOK）
印刷技術を使い、従来で半額で製造できる「ﾍﾟﾛﾌﾞｽｶｲﾄ型」と呼ばれる新型太陽電池の世界
初の量産が9月に始まる。ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞのｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが建物の外壁などに設置する電池として出
荷する。英国や中国の企業も2022年に量産を始める。普及すれば再生ｴﾈﾙｷﾞｰの割合、高
まる。
・ﾍﾟﾚﾌﾞｽｶｲﾄ型は桐蔭横浜大学の宮里力教授が発明。ノーベル賞候補

＊中国の遺伝子解析　東南ｱ・中東に的…「ｹﾞﾉﾑのﾌｧｰｳｪｲ」BGI
　　　　　　　　　　　　　　　米の制裁、国際展開に影
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ関連事業で急成長した中国の遺伝子解析大手、華大基因（BGI)が次の一手
を探っている。PCR検査の受託急増で2020年12月期の純利益は前の期の8倍近くに膨ら
み、今後は30を超える国・地域に検査処理施設を「輸出」した実績を生かし、遺伝子ﾋﾞｼﾞﾈｽ
の国際展開を狙う。ただ米国では「ｹﾞﾉﾑのﾌｧｰｳｪｲ」と呼ぶ声もある。米国の動向が成長の
障壁になる可能性がある。
⦿PCR受託急増・・広東省広州市内で5月末、9ヵ月ぶりに新型ｺﾛﾅの
　　感染者が確認されると、6月初めに市内にある体育館の中に突如、
　　巨大な施設がお目見えした。これが火眼だ。
　・設営に要したのは10時間。1日当たりの検査能力は最大210万人分
　　で、市内の病院などから集めた検体を処理した。感染拡大が収束し、
　　約1ヵ月後に施設は跡形もなく撤去された。

＊台湾、苦肉のﾜｸﾁﾝ調達…鴻海・TSMC、無償提供
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「中国妨害」自前入手難しく
台湾・鴻海と台湾・TSMCが海外から独自に調達した新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝを、両社から無償
で受け取ったと発表した。当局は6月、中国の妨害でﾜｸﾁﾝ調達が進まないとして民間企業に
ﾜｸﾁﾝ調達を委ねる異例の決定を下している。米ﾌｧｲｻﾞｰと独ﾋﾞｵﾝﾃｯｸが共同開発したﾜｸﾁﾝ
93万回分が2日台湾に到着した。鴻海などは既に合計1500万回分のの調達の契約を結んだ
という。鴻海の郭氏「年内に8百万～9百万届く」と言う。

＊「車人材」好待遇で招く中国…日本人技術者、ﾗｲﾊﾞﾙに流出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人員削減の受け皿に
世界最大である中国の自動車市場に活躍の舞台を求める日本人技術者が増えている。中
国の新興自動車ﾒｰｶｰなどが厚待遇で人材獲得を進め、7月にはﾄﾖﾀ自動車の元ﾁｰﾌｴﾝｼﾞﾆ
ｱも中国の国有自動車大手に移ったことが分かった。日本では大規模な人員削減に踏み切
るなか、技術者の流出がさらに膨らむ可能性がある。
⦿中国の自動車ﾒｰｶｰに移籍した主な日本人技術者
　◦宮下善次（ﾄﾖﾀ・品質管理担当）➞小鵬汽車（品質高級総監）
　◦矢島和男（日産・EV開発責任者）➞観致汽車（CEO）
　◦宇野高明（日産・R&D管理部長）➞奇点汽車（CTO）
　◦大谷俊明（日産・執行役員）➞宝能汽車集団（常務副総裁）
　◦勝又正人（ﾄﾖﾀ・ﾁｰﾌｴﾝｼﾞﾆｱ）➞広州汽車集団（首席技術総監）
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2021/9/7 指導部 ＊中国、学習塾の授業料統制…小中学生向け、地域ごと設定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育費抑え少子化対策
中国政府は6日、小中学生向け学習塾の授業料を統制すると発表。地方ごとに学習塾の平
均的な経費等を基に標準価格を定める。標準価格の算定根拠の一つとなる職員の平均給
与は公立学校の教師らの水準をﾍﾞｰｽとし、人気講師の高額報酬を事実上規制する。高騰し
てきた家庭の教育費負担を抑える狙いだ。
⦿学習塾の価格統制のﾎﾟｲﾝﾄ
　❶地方政府は授業料が上振れしても良い幅を決める。幅は1割まで
　❷学習塾の平均的な経費をもとに、家庭の負担能力を考慮する
　❸地方政府は学習塾の経費に関する調査を強化
　❹職員の給与は公立学校の教師の水準を大きく超えない
　❺広告宣伝費は売上高の3%を超えてはならない

＊中国食糧安保、市場揺らす…ﾄｳﾓﾛｺｼなど輸入拡大
                                         海運・肥料価格も上昇
国際市場では今年に入り、非鉄金属や原油とともに穀物相場が上昇。最大の要因は中国が
海外市場を取り組む食糧安全保障に傾斜し、ﾄｳﾓﾛｺｼなどの買い付けを急拡大させた。中国
の政策強化は、農産物の生産に欠かせない化学肥料の原料や海上輸送にも波及する。
・資源・食糧問題研究所の柴田代表は構造的な変化を指摘＝日本と同様に中国でも偉業の
担い手は高齢に、また都市化が進む。水不足も深刻で「農地の維持が危なくなっている」。自
給方針を変え、「食糧の安全保障において供給源が国の内・外かが重要でなくなる」。
・中国の買い付けが急増した要因として、長江の深刻な洪水被害が大。
・ﾄｳﾓﾛｺｼの輸入は年ごとに拡大し、前年度の3.4倍、世界最大の買手だ。
・農産物の生産を高める化学肥料の原料確保にも躍起だ。肥料原料は窒素、ﾘﾝ、ｶﾘｳﾑ、が
三大要素でﾘﾝとｶﾘｳﾑは埋蔵や生産が偏在する

＊米中の市場分断加速…中国勢、8月の米新規上場ｾﾞﾛ
　　　　　　　　　　　　　　　　　異なる規制、運用ﾘｽｸ
新規株式公開（IPO）市場で米中の分断が加速している。ﾆｭｰﾖｰｸ市場では8月、中国勢の新
規上場がｾﾞﾛになった。米当局が追加の情報開示を要求したためだ。中国政府も2日、北京
証券取引所の新設を打ち出すなど本土や香港での資金調達を促す。分断で投資家保護の
ﾙｰﾙも乖離すれば、運用ﾘｽｸが高まりかねない。

＊ｻﾑｽﾝ、国内調達網急ぐ…半導体装置・素材9社に260億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　日韓・米中　政治ﾘｽｸに備え
ｻﾑｽﾝ電子が韓国内の半導体関連の装置や素材ﾒｰｶｰの育成に本腰を入れる。1年余りで
中堅企業9社に計2762億㌆（約260億円）を出資。1社あたりの出資金額は少額ながら、技術
支援も実施する。日韓や米中の政治対立によって半導体関連のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網）の寸
断ﾘｽｸが浮上する中で、ｻﾑｽﾝ自ら国産品の調達ﾙｰﾙづくりを急ぐ。

＊住商、ﾍﾞﾄﾅﾑ医療へ出資…総合商社、ｱｼﾞｱで関連事業拡大
　　　　　　　　　　　　　　ｵﾝﾗｲﾝ診療や調剤　海外ﾋﾞｼﾞﾈｽの柱に
総合商社がｱｼﾞｱで医療関連ｻｰﾋﾞｽ事業を拡大している。住友商事はﾍﾞﾄﾅﾑの大手企業に出
資し、ｵﾝﾗｲﾝ診療・調剤などﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀを活用するｻｰﾋﾞｽを始める。東南ｱｼﾞｱでは医療費の
増大や医療格差が問題となっている。ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術も使って、医療の効率化を目指すﾋﾞｼﾞﾈｽ
に参画し、海外事業の柱に育てる。
・公的医療制度が充実していない東南ｱｼﾞｱでは民間保険制度が一般的だ。医療機関と医療
保険会社をつないだうえで、患者に関連ｻｰﾋﾞｽを提供する「ﾏﾈｰｼﾞﾄﾞｹｱ」が普及。住商はこの
ﾏﾈｰｼﾞﾄﾞｹｱ事業を展開するｲﾝｽﾏｰﾄに出資する。ｲﾝｽﾏｰﾄはﾍﾞﾄﾅﾑのﾏﾈｰｼﾞドｹｱ市場で6割
のｼｪｱを占め、顧客は150万人に上る。
・商社各社は東南ｱｼﾞｱで病院運営事業を拡大している。
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＊中国に『親しみ』22%に下落…40年で4分の1　世代で差
政府は日本人が各国・地域にどれだけ親近感を持つかを探る世論調査をしている。結果を
追うと中国への評価の低下が目立つ。
・1980年に中国に『親しみ』を感じると答えた人は79%だったが40年後の2020年は4分の1の
22%になった。かっては米国並みに高かったが、3つの出来事を機に下落。❶は天安門事件
での民主化の弾圧、❷は小泉首相の靖国神社参拝による反日ﾃﾞﾓの激化、❸は尖閣諸島
沖での中国漁船の衝突事件。
・10年ほど前までは上昇傾向。1998年に金大中氏が大統領に着いた頃から上昇。日韓のｻｯ
ｶｰのﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ共催、ﾃﾚﾋﾞﾄﾞﾗﾏ「冬のｿﾅﾀ」で還流ﾌﾞｰﾑが起きた。09年には親しみを感じる
人は63%に達した。12年の李大統領の竹島上陸、韓国への輸出規制の19年に26%になる。
・各国・地域では世代差がある。若年層は中国34%、韓国は54%

＊ｷﾞﾆｱ政変　中国に痛手…高騰ｱﾙﾐ、原料の大半依存
　　　　　　　　　　　　　　　　　　異例の懸念表明
ｱﾙﾐﾆｳﾑの原材料であるﾎﾞｰｷｻｲﾄの主催地である西ｱﾌﾘｶ・ｷﾞﾆｱでｸｰﾃﾞﾀｰが発生し、10年ぶ
りの高値圏にあったｱﾙﾐ価格に上昇圧力をかけた。世界最大のｱﾙﾐ生産国で原料の大半を
ｷﾞﾆｱに頼る中国は異例の懸念を表明。手厚い支援で親密な関係を築いたｺﾝﾃﾞ政権の崩壊
に警戒感を示した。
・ｱﾙﾐの用途は中国で生産するｻｯｼの建材や家電、車両部材など幅広く、価格上昇は製造
業に打撃だ。ｷﾞﾆｱ産のﾎﾞｰｷｻｲﾄは6割近くを占める。
・国連事務総長＆AUは「力を用いた政府転覆を強く非難する」と表明。

＊中国輸出額25%増…8月　ｺｽﾄ、価格転嫁進む
中国税関総署が7日発表。8月の輸出は㌦建てで前年同月を25.6%上回った。増加率は市場
予測を上回り、7月の19.3%から拡大した。石油製品や家電、液晶ﾊﾟﾈﾙの単価上昇が全体の
金額を押し上げた。原材料や人件費などｺｽﾄ上昇分を製品価格の転嫁する動きが出てい
る。
・全体の2割を占める米国をはじめ、EU、ASEAN、日本など主要国は伸びが高まった。輸入
は33.1%増だった。
・輸出が減速の予想に反して伸びた要因の一つが製品単価の上昇だ。家電は数量1%増が、
単価は3割超上がった。液晶ﾊﾟﾈﾙは2～3割り増、石油・ｾﾗﾐｯｸｽは数量は落ち込んだが、価
格は上昇した。
・数量面で「ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染が再拡大した東南ｱｼﾞｱでｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝが混乱し、中国からの代
替輸出が発生した」との見方もある。

＊中国、国家統制強まる…小中で習思想/企業家・芸能回締め付け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　よぎる「文革」の記憶
中国の習近平指導部が社会や思想の統制を強めている。経営者批判に加え、芸能や教育
など若者の思想形成に影響力を持つ分野への介入が相次ぎ、中国は内向けに転じれば世
界も無傷ではいられない。
・「微博（ｳｴｲﾎﾞｰ）」は「非理性的なｽﾀｰ追従行為に断固反対し厳正に処理する」と声明を出
す。背景には熱狂的にｱｲﾄﾞﾙを崇拝し、共産党の思想に沿わない集団を生むことへの懸念。
微博はﾌｧﾝｸﾗﾌﾞのｱｶｳﾝﾄを60日停止し、党の意向に迅速に対応した。
・党宣伝部は9/2日、芸能人や企業を党が厳しく管理し思想教育を強化すると通知。「毛沢東
に権力が集中過ぎたゆえに招いた文革の再来が怖い」。共産党関係者は声を潜める。

＊半導体、省ｴﾈ　素材で進化…炭素化合物やﾀﾞｲﾔ活用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EV向け、ﾃｽﾗも採用
ｼﾘｺﾝが長く使われてきた半導体の基板材料で新素材の開発・導入が進んできた。EVでは米
ﾃｽﾗによる採用を皮切りに、炭素ｹｲ素（SiC）を基板に用いた半導体の導入が相次ぐ。SiCや
窒素ｶﾞﾘｳﾑ（GaN）を用いた化合物半導体に加えて、ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞなどの研究開発も進む。回路
の微細化に限界が見える中、新素材でさらなる性能向上を目指す。
・微細化の限界、ｻｰﾊﾞｰでも「ｼﾘｺﾝの次」で超える＝新素材の研究開発が相次ぐ背景には、
既存の半導体の性能向上に限界が見えてきた。これまでの半導体の性能が「ﾑｰｱの法則」
の基づく回路の微細化が支えてきたが限界が近い。「ｼﾘｺﾝの次」に向けた覇権争いが始ま
る。



2021/9/8 経済

2021/9/8 経済

2021/9/8 経済

2021/9/8 東南ｱｼﾞｱ

2021/9/9 経済

＊「工場隔離」ﾍﾞﾄﾅﾑに影…敷地内で衣食住「感染拡大で稼働率低下」
　　　　　　　　　ｲﾝﾃﾙ（投資見直しも）、ｻﾑｽﾝ（年末商戦に暗雲）
ﾍﾞﾄﾅﾑにおける新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大が米半導体大手ｲﾝﾃﾙや韓国ｻﾑｽﾝ電子など外資
系企業の経営を揺るがしている。政府は最大都市ﾎｰﾁﾐﾝ市など主に南部で、従業員が敷地
内や特定の宿舎に寝泊りして働く「工場隔離」を厳格に運用する。労働集約型産業に影響が
大だ。
⦿ｺﾛﾅがﾍﾞﾄﾅﾑ南部の外資系製造業を揺さぶる
　・ｻﾑｽﾝ電子（家電製品）＝ﾃﾚﾋﾞ・冷蔵庫、洗濯機等生産減。稼働3割減
　・ｲﾝﾃﾙ（半導体）＝規制対応費用7億円/月、投資計画に影響
　・宝成工業（台、靴）＝製靴受託。7月中旬ﾎｰﾁﾐﾝ市の工場操業停止
　・聚陽実業（台、ｱﾊﾟﾚﾙ）＝衣料受託。南部工場分、周辺国に分散
　・ｴｰｽｺｯｸ（食品）＝南部の3工場稼働低下。他地域で増産対応
　・三菱自動車（車）＝7月上旬から南部ﾋﾞﾝｽﾞｵﾝ省の工場停止続く

＊台湾の8月輸出額、最高の395億㌦
台湾の財政部（財政省）は7日、8月の輸出額が前年同月比26.9%増の395億㌦（約4兆3500
億円）だったと発表した。1ヵ月間の輸出額として過去最高。最大の輸出である中国向けが
16%増となり、引き続き半導体を中心に出荷が好調。輸出から輸入を引いた差し引き貿易収
支は34億㌦の黒字。累計輸出額は前年同期比30.9%増の2844億㌦となった。

＊｢ｴｲｼﾞﾃｯｸ」新興勢がけん引…ｸﾗｳﾄﾞで高齢者支援
　　　　　AGE「ｽﾏﾎで相続手続き」、ﾁｶｸ「健康維持助ける動画」
高齢者社会の課題をｸﾗｳﾄﾞなどﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術で解決する「ｴｲｼﾞﾃｯｸ」を手掛けるｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが増
化。煩雑な不動産の相続続手続きを簡単にしたり、親が認証になる前に家族で財産を管理
したりできるｻｰﾋﾞｽなどが登場。高齢化は世界で進行しており、投資ﾏﾈｰも流れこんでいる。
⦿老後の課題を解決する「ｴｲｼﾞﾃｯｸ」が広がる
　　「お金」＝◦AGEﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（不動産の相続手続きを簡単に）、
　　　　　　◦ﾄﾘﾆﾃｨ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ（認知症に備えた財産管理）
　　「健康」＝◦ﾁｶｸ（家族の様子や心身の健康維持を促す動画配信）、
　　　　　　 ◦ﾄﾘﾌﾟﾙ・ﾀﾞﾌﾞﾘｭｰ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ（排尿ﾀｲﾐﾝｸﾞを予測）
　　「生活」＝◦MIKAWAY21（困りごとを依頼できる専用ﾎﾞﾀﾝ）
　　　　　　◦Hubbit（遠隔操作機能付きﾀﾌﾞﾚｯﾄ）

＊韓国、水素推進へ15社連合…現代自やSK、4兆円投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生産・供給ｲﾝﾌﾗ輸出
韓国企業が連携して水素ｴﾈﾙｷﾞｰの活用促進に乗り出す。現代自とSK、ﾎﾟｺｽなど15社が参
加する委員会が8日発足した。総額4兆円を投じて水素の生産や充填といった供給網を構築
する。世界で脱炭素が加速するなか、ｲﾝﾌﾗ輸出につなげる狙いだ。ただ日欧でも関連産業
の育成が進んでおり、競争力を確保するには早期の技術確立が欠かせない。
⦿水素ｴﾈﾙｷﾞｰの供給網を連携して構築する
製造＝SK（生産から充填所まで）、ﾛｯﾃ（水素生産、貯蔵）。運搬＝ﾎﾟｽｺ（水素生産、貯蔵用
鋼材供給）、現代重工業（水素ﾌﾟﾗﾝﾄ構築）。貯蔵＝斗山（水素ﾌﾟﾗﾝﾄ構築、水素発電所）。充
填=暁星（炭素繊維の水素ﾀﾝｸ製造）、GS（水素充填所運営）。消費＝現代自（FCV量産、発
電ｼｽﾃﾑ）、ﾊﾝﾌｧ（燃料電池飛行体開発）、ｺｰﾛﾝ（燃料電池部材製造）

＊ｸﾞﾘｰﾝ供給網　見える化…環境対策、ﾌﾞﾛｯｸﾁｪｰﾝで記録
　　　　三井化学＝ﾌﾟﾗ再生工程追跡、関西電力＝再ｴﾈ電力を証明
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの各工程における環境対策をﾌﾞﾛｯｸﾁｪｰﾝで見える化する動きが広がり始めた。
三井化学はﾌﾟﾗｽﾁｯｸの再生過程を記録。関西電力は再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ由来の電気を証明
する。ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ全体で温暖化ｶﾞｽの排出削減が求められる中、詳細な取り組みを追跡す
ることが難しかった。自社製品の環境対策を裏付けて新たな商機に繋げる。
・ﾌﾞﾛｯｸﾁｪｰﾝは「分散型台帳」と呼ばれ、ﾃﾞｰﾀを複数の参加者で共有して改ざんや複製を防
ぐ技術。
⦿ﾌﾞﾛｯｸﾁｪｰﾝによる来歴証明の例
　↱三井化学➞家電ﾒｰｶｰ➞消費者➞回収・解体業者➞再生ﾌﾟﾗ業者↴
　　（製造ﾛｯﾄ）　（製造no）　（製造no)   (回収車番）　　　　（製造ﾛｯﾄ）
　　「ﾌﾞﾛｯｸﾁｪｰﾝに記録し、事業者や消費者で情報共有」
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＊①ﾏｸﾞﾛなど高級魚、培養肉に・・・米新興、来年に発売
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 乱獲の水産資源を補う
ﾏｸﾞﾛやｸｴといった高級魚などの水産資源を細胞培養でつくる「培養魚肉」が2022年に実用
化する。米ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟのﾌﾞﾙｰﾅﾙがｸﾛﾏｸﾞﾛの培養魚肉を米国で発売する。価格は天然と同程
度になる見込みだ。乱獲と人口増で消費量が増え、持続可能性の危機にある水産資源を補
う食料源として期待を集める。

＊②
⦿水産資源を補うﾌｰﾄﾞﾃｯｸの開発が進む
『培養魚肉』＝魚などから採取した細胞を増やして成型する
・ﾌﾞﾙｰﾅﾙ（米）ー2022年にｸﾛﾏｸﾞﾛの魚肉を米で販売。・ｱﾊﾞﾝﾄ･ﾐｰﾂ（中）ー22年末までに生産
設備作る。・ｼｮｰｸ･ﾐｰﾂ（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）ー22年にｴﾋﾞの培養細胞をもとに製品販売、日本のｲﾝﾃ
ｸﾞﾘｶﾙﾁｱｰと技術提携。・ﾜｲﾙﾄﾞﾀｲﾌﾟ（米）ーｻｹの魚肉の生産設備を建設。・ｾﾙAGﾃｯｸ（加）ー
米Xﾌﾟﾗｲｽﾞ財団の代替品の競技会に参加。・ﾌｧｲﾝﾚｽ・ﾌｰｽﾞ（米）ーﾏｸﾞﾛの魚肉の生産を目指
す
『代替魚肉』＝大豆などの植物成分で模して作る
・ｸﾞｯﾄﾞ・ｷｬｯﾁ（米）ー18年に販売開始、21年までにｱｼﾞｱでも販売。
・ﾌｯｸﾄﾞﾌｰｽﾞ（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ）ー3月にﾏｸﾞﾛの代替魚肉を提供。あづまﾌｰｽﾞ（日）ー今秋にﾏｸﾞﾛ、ｻ
ｹ、ｲｶの代替品を発売

＊東南ｱｼﾞｱ新車販売12%減…7月の前月比、行動制限響く
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の7月の新車販売台数は前月比12%減16万9千台となり、4ヵ月連続で前
月実績を下回った。前年同月比でも14%減と5ヵ月ぶりのﾏｲﾅｽだ。感染拡大とそれに伴う行
動制限による。
・ﾀｲは19%減。ﾛｯｸﾀﾞｳﾝによる経済活動ﾀﾞｳﾝ、ﾄﾖﾀはﾀｲの3工場の生産停止。
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは前月比8%減。ﾀﾞｲﾊﾂの販売台数は4割減少。
　ﾍﾞﾄﾅﾑは同32%減。南部を中心にﾎｰﾁﾐﾝ市で不要不急の外出禁止。
　ﾏﾚｰｼｱは前月比3.7倍の7千台に回復。前年比は88%少ない。まだ平常には戻っていない。

＊米中、衝突回避へ対話継続・・・首脳7ヵ月ぶり電話協議
　　　　　　習氏☛食い違い適切管理、ﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏☛関係を軌道に戻す
⦿米中発言要旨
　習近平中国国家主席
　・米国対中政策が、中米関係を深刻に悪化させた。・中米関係をどう、
　　うまくいくようにできるか考えるべきだ。・（気候変動で）中国は国情
　　に会う形で世界への責任を積極的に担ってきた。・（新型ｺﾛﾅ対策）
　　重大な国際問題で協力を推進する。
　ﾊﾞｲﾃﾞﾝ米大統領
　・誤解や予想外の衝突を避け、米中関係を軌道戻すよう推進したい。
　・「一つの中国」原則を変えるつもりはない。・ｲﾝﾄﾞ太平洋及び世界の
　　平和・安定に関する米国の利益が重要。・気候変動などについて
　　中国と意思疎通や協力を強めていきたい

＊ｻｲﾊﾞｰ攻撃　手口「国家並み」…未知の虚弱性狙う「ｾﾞﾛﾃﾞｨ」増加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　民間集団高まる資金力
ｾﾞﾛﾃﾞｨと呼ばれる未知の虚弱性をつく高度な手法をつかったｻｲﾊﾞｰ攻撃を民間の犯罪者集
団が手掛け始めた。米IT技術大手ｶｾﾔへの攻撃ではｿﾌﾄｳｴｱの供給網に連なる約1500社の
企業が影響を受け、過去最大の7000万ﾄ㌦（約77億円）の「身代金」が要求された。手口が
軍や情報機関の作戦並みに進化している恐れがあり専門家らは警戒を強めている。ﾗﾝｻﾑｳ
ｴｱｸﾞﾙｰﾌﾟを「ﾚﾋﾞﾙ」という。
・ｶｻﾔの「VSA」というIT管理ﾂｰﾙに仕掛けられた。ﾗﾝｻﾑ攻撃は侵入先のﾃﾞｰﾀを暗号化して
利用できなくしたうえで、金銭と引き換えに復旧方法をを提供する。ﾌﾞﾛｯｸﾁｪｰﾝ分析の英ｴﾘ
ﾌﾟﾃｨｯｸによると、複数社が身代金支払いに応じたという。「ｾﾞﾛﾃﾞｨ攻撃」とはｼｽﾃｸの虚弱性
を利用する手法と呼ばれ、防衛難！

＊ﾄﾞﾙ債2兆円　市場揺らす…中国恒大、無謀投資で巨額負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世界の運用会社　高まる損失懸念
中国の不動産大手、中国恒大集団の2兆円を超える米㌦債が国際金融市場を揺らしてい
る。ﾘｿﾞｰﾄ開発など無謀な投資で資金繰りが悪化し、社債利回りが急上昇（価格は下落）して
いるためだ。仏ｱﾑﾝﾃﾞｨやｽｲｽのUBSｸﾞﾙｰﾌﾟなど世界の運用会社が恒大債を保有しており、
破綻すれば損失を免れない。中国政府が救済するかどうかは不透明で投資家は売却を急
いでいる。
・万一、恒大が破綻すると盛京銀行を通じて中国の金融ｼｽﾃﾑが動揺。
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＊②
⦿CCS設備や事業化に関わる主な企業
『分離・回収』＝❶三菱重（米国の大規模CCS事業採用）❷東芝（ﾊﾞｲｵ
　　ﾏｽ発電所などの実証で導入）❸日揮HD（独BASFと回収技術開発）
　　❹英蘭ｼｪﾙ（ｶﾅﾀﾞの石炭火力発電所で導入）❺ｱｰｶｰG（ﾉﾙｳｪｰ）
　　（ｾﾒﾝﾄ工場で導入）❻米ﾌﾙｱ（90年代から技術開発）
『海上輸送』＝❶商船三井（液化CO₂船を開発）❷ﾗﾙﾋﾞｯｸ･ｼｯﾋﾟﾝｸﾞ
　　（ﾉﾙｳｪｰ）（液化CO₂船を船舶管理）
『圧入』＝❶ｴｸｲﾉｰﾙ（ﾉﾙｳｪｰ）（「ﾉｰｻﾞﾝﾗｲﾂ」主導）❷米ｼｪﾌﾞﾛﾝ（豪で
　　大規模ＣＣＳ事業）❸英蘭ｼｪﾙ（ｶﾅﾀﾞの事業計500万㌧を圧入）
　　❹INPEX（新潟で検討）❺石油資源開発（北海道で試験に参画）

＊中国、不動産向け融資悪化・・・大手銀、不良債権比率が急上昇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　格差是正へ締め付け強く
中国大手銀行の不動産関連融資が悪化している。中国当局が過剰債務企業への監視を強
めているためで、中国工商銀行の不動産向け不良債権比率は6月末に４、29%と前年同期の
1、41%から急上昇した。
・習近平指導部は「共同富裕」を旗印に、格差是正を進める。高騰する不動産価格の抑制は
優先課題の一つだ。半面、急激に締め付ればﾊﾞﾌﾞﾙが崩壊し、経済への悪影響は避けられ
ない。
・日本経済の長期停滞の起点となったﾊﾞﾌﾞﾙの崩壊も、旧大蔵省が1990年に導入した総量
規制だ。金融機関に対して不動産向け融資の伸率を総貸出の伸率以下に抑えることを求
め、金融機関が一斉に抑制に動いたことで貸し渋りや貸しはがしにつながった。
・中国も不動産会社へ総量規制を設けた。難しいかじ取りが必要だ。

＊中国美団　狭まる包囲網…独禁法違反で巨額の制裁観測
　　　　　　　　　　　　　　行政指導や新事業で罰金「第2のｱﾘﾊﾞﾊﾞか！」
中国の食品宅配大手、美団への包囲網が狭まっている。独占禁止法違反の疑いで近く巨額
の制裁金が科される可能性がある。格差是正に向け政府が掲げる「共同富裕」も人件費増
など業績への重荷となる。
経営ﾄｯﾌﾟは政府批判と解釈されかねない詩
　　　　『坑灰いまだ冷えざるに山東乱る
　　　　（穴の灰が冷えていないのに、山東には反乱がおきている）』
を投稿した。規制に翻弄される姿はｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団とも重なる。

＊台湾IT19社、売上高明暗…8月　半導体好調、完成品は苦戦
米ｱｯﾌﾟﾙなど巨大IT企業に製品や半導体を大量に供給する台湾企業の明暗がくっきりと分
かれ始めている。半導体企業は依然好調、ﾊﾟｿｺﾝなど完成品を供給するﾒｰｶｰの低調は鮮
明だ。19社計は前年比0.8%増。
⦿台湾主要IT各社の8月の「売上高（億台湾㌦）と前年同月比増減率」
　・ﾎﾝﾊｲ（iPhone受託生産）「4,000　▴4.9%」、・TSMC（半導体受託生産）「1374　11.8%」、・ﾍﾟｶﾞ
ﾄﾛﾝ（iPhone受託生産）「853　▴19.2%」、・ｸｱﾝﾀ（ﾊﾟｿｺﾝ受託生産）「847　▴20.1%」、・ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ
（半導体設計）「428　30.9%」、・AUO（液晶ﾊﾟﾈﾙ）「327　34.9%」、・UMC（半導体受託）「187
26.6%」、・南亜科技（半導体DRASM生産）「82　68.6%」
　

＊①CO₂貯留、日本勢に商機…三菱重ｼｪｱ7割　欧米勢も追撃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市場育成の法制の壁
発電所や工場などが排出する二酸化炭素（CO₂）を分離・回収・貯留する「CCS」の設備が欧
米中心に広がりつつある。設置実績では、三菱重工業が世界で7割超のｼｪｱを占め最大手。
だが「法制の壁」で肝心の日本市場が育たず、欧米勢の追撃を許している。

＊日本車6社　減産100万台超・・・今年度2年連続で大規模に
　　　　　　　　　　半導体　東南ｱｼﾞｱ供給源打撃
ﾄﾖﾀ自など日本車6社の2021年度の当初計画からの減産規模が、現時点で100万台を超え
ることが分かった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で大規模な減産を強いられた20年度に並ぶ規
模とみられる。足元では東南ｱｼﾞｱでのｺﾛﾅ感染が再拡大している。同地域は車載半導体の
ｱｼﾞｱの供給基地で、影響は欧米の自動車ﾒｰｶｰにも広がっている。
・ﾄﾖﾀは今期の生産900万台の計画を3%下方修正した
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＊CATL、新電池工場…2300億円投資、中国江西省に
中国の車載電池最大手、寧徳時代新能源科技（CATL）は中国の江西省宣春市に電池工場
を新設すると発表した。投資総額は最大135億元（約2300億円）。生産品目は「新型ﾘﾁｳﾑ電
池」としており、EVなど車載用とみられる。
・CATLは直近2年間に相次いで電池の増産投資を決めている。20年2月には最大260億元、
同年12月に同390億元、21年2月に同290億元。
　

＊自動車「持たざる経営」転機…ﾄﾖﾀ・日産　半導体の在庫増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電動化で部材争奪激化
自動車ﾒｰｶｰの間で、出来るだけ部品の在庫を持たない効率重視の調達戦略を見直す動き
が広がってきた。ﾄﾖﾀ自や日産自、ｽｽﾞｷは半導体の在庫を積み増す。ﾚｱﾒﾀﾙ（希少金属）権
益を自ら確保するﾒｰｶｰもある。電動車ｼﾌﾄという構造変化を受けて半導体などは重要性が
高まっており、国際情勢も勘案しながら安定調達の必要が出てきた。
⦿部品・素材の安定調達に向けた動き
　・ﾄﾖﾀ＝一部の取引先に半導体在庫を5ヵ月程度積み増すこと要請
　・日産＝半導体在庫を3ヵ月分に積み増し検討。複数社に並行発注
　・ﾎﾝﾀﾞ＝生産・販売が好調な地域の車に優先して半導体を振り分け
　・独VW＝半導体ﾒｰｶｰと1年以上の長期契約
　・米ﾃｽﾗ＝米国でﾘﾁｳﾑの採掘権益を確保

＊米中政府、商品高けん制…中国、原油備蓄放出「米、寡占企業批判」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 景気冷え込みに警戒感
米中が商品価格の高騰へのけん制を強めている。中国は銅やｱﾙﾐなど非鉄金属に続いて
原油の国家備蓄の放出を決定。背後には原材料高が企業収益を圧迫し、経済を冷やしか
ねないとの警戒感がある。米国でも食料品などの価格上昇で低・中所得層の不満が高まり、
ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権は寡占化した大企業が価格をつり上げていると批判を高める。ｲﾝﾌﾚ動向は米連
邦準備理事会（FRB）などの金融政策を左右するだけに注目が集まる。

＊6G特許、米・中と中国競う…出願ｼｪｱ45%対40%
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　規格作り　攻防激化
次世代高速通信「6G」の規格を巡り、中国と米国・日本が特許で覇権争いをしている。中核
技術の特許出願数を分析したところ、中国が全体の4割とﾘｰﾄﾞするが、35%の米国と1割弱の
日本を合わせると拮抗する。6Gは自動運転や仮想現実（VR）など活用分野が広がる。4月の
首脳会談でも日米は6Gでの連携を打ち出しており、2024年にも本格化する規格統一議論に
向けて中国との攻防がはげしくなりそうだ。
・中国企業の特許は全体の40.3%、2位米国は35.2%、3位日本は9.9%、欧州8.9%、韓国4.2%と
続く。
・分野別に中国は基地局や人工衛星などｲﾝﾌﾗに強く、米国はｿﾌﾄ系に強い。日本は通信に
電気信号ではなく光を使いNTTの「ｱｲｵﾝ」構想の技術を6Gの標準としたい考えだ。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、国営に転機・・・ﾌﾟﾘﾀﾐｱ系など14社上場計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　民間ﾏﾈｰ活用　財政健全化狙う
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの国営企業が転機を迎えている。国内で民間企業の新規株式公開（IPO）が相次ぐ
なか、政府は国営系14社を2023年までに上場させる計画。投資ﾏﾈｰを使った収益拡大や経
済活性で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍で傷んだ財政の立て直しを狙う。企業は上場後、政府との距離や
少数株式を意識しながら経営改革出来るかが課題となる。
⦿上場を予定する主な国営系企業
『物流』ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ国際物流（22年迄）。『ｴﾈﾙｷﾞｰ』ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ地熱ｴﾈﾙｷﾞｰ（22年）。『製薬』ﾋﾞｵ・ﾌｧﾙ
ﾏ（23年迄）。『通信』ﾀﾞﾔﾐﾄﾗ・ﾃﾚｺﾑﾆｶｼ（21年10～12月期）、ﾃﾚｺﾑ・ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ（23年迄）。『鉱
業』MINDID（23年迄）
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＊中国産ﾏﾂﾀｹ2割高…消費増、輸出分が減少「輸送費高騰も」
輸入ﾏﾂﾀｹ価格が2年連続で高い。主力の中国産は東京市場での卸値が9月上旬時点で平
年（過去5年平均）を2割上回る。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で中国でも家庭でも消費が増
え、日本向けの輸出が減った。航空便の減少で輸送費も高止まりしている。米国産は山火
事の影響で輸入の見通しが立たず、中国産に需要が偏っている。
・米国産より先に流通するｶﾅﾀﾞ産は乾燥気味で発生少なく、3割高。

＊ｻｲﾊﾞｰ身代金　支払い5割…応じた企業、米87%・日本33%
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金額急増　攻撃に拍車
企業にｻｲﾊﾞｰ攻撃を加えて身代金を要求するﾗﾝｻﾑｳｴｱ被害が世界で拡大する中、被害が
受けた企業の過半が身代金の支払いに応じていることが分かった。取引先が被害が及ぶな
ど攻撃の悪質性が高まっていることが要因の一つだ。米ではｻｲﾊﾞｰ保険による支払いが攻
撃を助長しているとの指摘がある。
・ｻｲﾊﾞｰ犯罪者がｻｲﾊﾞｰ保険に加入する米国企業を調べて狙っている可能性があるとの指
摘も聞かれる。英ｿﾌｫｽが26ヵ国の企業・官公庁のIT管理者を対象に実施した20年のｻｲﾊﾞｰ
保険加入割合は米国が75%と世界平均（64%）を上回る。

＊中国がTPP加盟申請…試される国際秩序「貿易・安保切り離せず」
自由主義陣営が主導する国際秩序が中国に試されている。中国は16日、環太平洋経済連
携協定（TPP)への加盟を申請した。巨大な国内市場を武器に自国に都合の良いﾙｰﾙ作りを
図る中国を受け入れれば秩序は保てない。米中の対立が激しさを増す中、TPP加盟国は安
全保障の観点も交えた判断を迫られる。
⦿中国の加盟に向けた主な論点《（R）TPPのﾙｰﾙ、(中)中国の制度等》
『国有企業』（R）補助金などの優遇策禁止（中）優遇策を継続
『ﾃﾞｰﾀ流通』（R）ｿｰｽｺｰﾄﾞの開示（中）外資に開示を強いる例、絶えず
『強制労働』（R）強制労働の商品の輸入禁（中）人権侵害に米欧が批判
『政府調達』（R）国内外企業の差別認めず（中）安保を理由に外資排除

＊中国・京東、初のﾓｰﾙ…西安で　ﾈｯﾄ通販と融合狙う
中国のﾈｯﾄ通販大手、京東集団（JDﾄﾞｯﾄｺﾑ）は陜西省西安市に初のｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙを開業す
る。家電や日用品のほか、飲食や美容など幅広い分野の店舗が入る。体験型の施設として
家族連れなどの利用を想定する。販促などで連携し、ﾈｯﾄとﾘｱﾙの双方向で集客を図る。
・30日の正式開業する「京東ﾓｰﾙ」は、4万平方㍍の敷地内に20万種類の商品を販売する。

＊米中物流、海上運賃6倍に…急速な経済回復「ｺﾛﾅ再拡大」
　　　　　　　　　　　　　　長引く目詰まり・大型商戦に懸念
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの再拡大による物流網の混乱が長期化している。米国では海運の要衝で入
港待ちのｺﾝﾃﾅ船があふれ、中国でも港湾や空港で感染者が確認される度に物流が停滞す
る。需要増と人手不足で中国発米国向けのｺﾝﾃﾅ輸送費は、ｺﾛﾅ危機前の6倍以上に高騰。
運賃高騰と荷動き停滞に伴う機会損失は収益や世界景気の足かせになる。

＊素材を分子から精密設計…NOKなど、表面加工に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　摩擦減で車進みやすく
化学品分子構造を制御する「精密重合」技術を、様々な製品開発に応用する産学連携の動
きが進む。実用化では日本が先行しており、研究で追い上げる中国などに差をつける。ﾉｰﾍﾞ
ﾙ賞の有力候補といわれる技術を使いこなし、国際競争力につなげる。
⦿主な応用分野
『電子機器』＝◦半導体用ﾚｼﾞｽﾄ、◦ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ用のﾌｲﾙﾀｰ素材、◦回路基板・配線材料、『建築』
＝◦高性能の粘・接着剤、◦隙間を埋る充填剤◦下水・廃水処理剤、『自動車・輸送機器』＝◦ｴﾝ
ｼﾞﾝのｶﾞｽ漏れ用封止材◦耐熱性と加工性の高いｺﾞﾑ素材、◦内装用の照明部材、『生活・医
療』＝◦紙おむつ用の高吸水性樹脂、◦薬を患部に送る微小ｶﾌﾟｾﾙ、◦人工血管・皮膚
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＊②
⦿日本は先端素材で世界ｼｪｱが高い
　『半導体』＝「ﾌｫﾄﾚｼﾞｽﾄ」は日本勢9割（JSR・東京応化工業など）、
　　｢ｼﾘｺﾝｳｴﾊｰ」は日本勢6割（信越化、SUMCO）、
　　「ﾌｫﾄﾏｽｸﾌﾞﾗﾝｸｽ」日本勢9割（HOYA、AGC）。
　『電動車』＝「ﾌｲﾙﾑｺﾝﾃﾞﾝｻｰのﾌｲﾙﾑ」は東ﾚ6割。王子HDも生産、
　　「電池用絶縁体」は日本勢が2割強（旭化成、東ﾚ等）。
　『ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ』＝「偏光板」は住友化学と日東電工で約4割、
　　「偏光板光学ﾌｲﾙﾑ」はｸﾗﾚが8割

＊「ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ・ｽﾀｼﾞｵ北京」開業（20日）…中国、景気浮揚に期待
中国の北京市郊外に、米系ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ「ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ・ｽﾀｼﾞｵ北京（USB）」が正式開業。年1千万
人の集客、1千億元（約1兆7千億円）近い経済効果を見込む。米中が対立が激化する中で
も、中国でのﾊﾘｳｯﾄﾞ人気は根強い。中国は観光需要をﾃｺに、弱含む景気の復調につなげ
る。
・芸能や教育など思想形成に影響を持つ分野への介入を強める。遼寧省大連市の京都風
景を再現した複合商業施設は営業停止。ただ、USBの運営会社には北京市の国有企業が7
割出資し、政府側が収益の多くを握る仕組みになっている。

＊①先端素材、日本が攻勢…住友鉱山　EV半導体用参入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術競争力なお優位
日本企業がEVや半導体などﾊｲﾃｸ分野で使う先端素材で攻勢に出る。住友金属鉱山は電力
消費を減らせる半導体ｳｴﾊｰに参入。日本製紙は車載電池の電極材料を増産する。日本の
半導体や家電がかっての勢いを失う中、素材産業は世界的な競争力を保つ。米中経済摩擦
で、狭間に立つ日本にとって資材は経済安保上の重要なｶｰﾄﾞになるだけに、競争力をどう維
持するかが課題となる。

＊高機能「日本製」ｱｼﾞｱ攻略…ﾕﾆ･ﾁｬｰﾑ、ﾏｽｸ輸出倍増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　購買力工場　ニーズに的
ﾕﾆ・ﾁｬｰﾑは2023年までにｱｼﾞｱ向けを中心にﾏｽｸの輸出を2倍に増やす。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍
で市場が拡大するとみて、日本で高性能製品を生産し、現地で流通する商品の平均価格の
5倍で販売する。普及
価格帯の紙おむつなどを現地で生産・販売するｱｼﾞｱ事業を屋台骨とするなか、「日本製」を
前面に高価格帯の商品に動く。
世界のﾏｽｸ市場急拡大「輸出額5倍に　中国7割」・・2020年のﾏｽｸを含む服飾雑貨の世界の
市場規模は19年に比べて3倍に伸び、東南ｱでは5倍に増えた。輸出額に占める中国の割合
は39%から79%に急伸。

＊恒大処理が占う「習経済」…「金融危機回避」「富裕層たたき」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策のﾊﾞﾗﾝｽ苦慮
中国共産党の習近平指導部が中国不動産大手、中国恒大集団の経営不安への対応に苦
慮している。中国の格差問題の是正をめざして富裕層たたきをする中で、巨大企業ｸﾞﾙｰﾌﾟ
の救済には安易に踏み込めない。金融危機の引き金を引けば、2022年秋の党大会で習氏
の3期目の続投にも響きかねない。
・習氏が沈黙しているその背景に、同氏が距離を置く党の青年組織、共産主義青年団（共青
団）と恒大のつながりを指摘する。恒大集団が創業した広東省は「共青団の地盤」と言われ
る。共青団にいた李克強首相や胡春華副首相と溝があるとの見方は絶えない。ある有職者
は「意に沿わない部下の地盤沈下には手を貸さないこと」と語る。
・習氏の権力維持の為、共同富裕路線を堅持しつつ、金融危機も回避するという難しい手綱
さばきを迫られている。



2021/9/22 東南ｱｼﾞｱ

2021/9/22 経済

2021/9/22 東南ｱｼﾞｱ

2021/9/23 経済

2021/9/23 東南ｱｼﾞｱ

2021/9/23 経済

＊ﾀｲ、官主導でEVにｶｼﾞ…石油公社、脱炭素へ2兆円投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　車両生産、鴻海と合弁
ﾀｲ政府が国営ﾀｲ石油公社（PTT）を通じ、国内のEVの普及を一気に進める。PTTは脱炭素
分野で2030年までに2兆円規模を投じ、台湾の鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業との合弁によるEV生
産のほか、蓄電池や充電ｽﾀﾝﾄﾞ整備に乗り出す。ﾀｲは東南ｱｼﾞｱを代表する自動車の生産拠
点でｶﾞｼﾘﾝ車が生産、販売の大半を占める。政府主導でEVｼﾌﾄを急ぐ。

＊恒大不安、ﾘｽｸ連鎖警戒…市場・経済　影響拡大も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　台湾株など下げ　中国依存で選別
中国の恒大集団発のﾘｽｸ連鎖に警戒感が高まっている。中国政府は住宅価格の上昇が中
国の格差問題を生む一因とみて、不動産業界に規制の矛先を向ける。自力再建が困難な
恒大の処理を誤れば、金融ｼｽﾃﾑに悪影響が出かねない。影響は市場にも広がり、景気悪
化懸念から中国経済との結びつきが強い株式や商品の売却も始まっている。

＊台湾「このままではﾊﾟﾝｸ」…TSMC（台湾積体電路製造）
TSMCの最先端工場に勤める50代の男性幹部、李大中（仮名）。工場で部門長を務める彼に
も今、休みはない。昨秋来、異常ともいえる繁忙期に突入。帰宅は毎晩、深夜3時過ぎ。会社
で寝泊りするようにもなった。そうしてようやく工場はｷﾞﾘｷﾞﾘ操業が続く状態。そんな李の唯
一の支えは年3000万台湾㌦（1億2千万円）の報酬だ。中堅ｸﾗｽでも年収数千万円のTSMC
が過去1年間、賞与と別に支払った特別報酬は社員平均で約560万円に達した。200万円台
の台湾の平均年収をはるかに上回り、未曽有の繁忙を破格の待遇で応えるが、限界も近づ
く。
・世界の先端半導体の生産は今、92%が台湾に集中する異常ぶりだ。
　TSMC経営ﾄｯﾌﾟの劉徳音董事長も「世界が台湾を誤解しないことを願う」と語るほど、世界
中から顧客が殺到し、奪い合い、業界は完全にﾊﾞﾗﾝｽを失った。ある日系企業も数百人の技
術者を台湾に送り、生産を綱渡りで支える。

＊東南ｱ食品大手　調達で人権配慮…「倫理的」強まる視線
　　　　　　　　　　　　　ﾀｲ・ｵﾆｵﾝ　漁船にｶﾒﾗ、労働可視化
「世界の台所」ともいえる食品生産量を誇る東南ｱｼﾞｱで、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網）上の人権侵
害の排除を進める動きが広がっている。ﾂﾅ缶世界最大手のﾀｲ・ﾕﾆｵﾝ・ｸﾞﾙｰﾌﾟは2025年まで
に、取引先の全ﾏｸﾞﾛ漁船にｶﾒﾗを搭載して労働環境を可視化する。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱではﾊﾟｰﾑ油大
手が花王と組んで小規模農園の低収入の改善などを始めた。世界で加速する倫理的な調
達の動きに対応する。

＊中国　金融危機回避へ一歩…恒大、元建て債39億円分利払いへ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　巨額負債ﾘｽｸなお
中国の不動産大手、中国恒大集団は23日に控える人民元建て債の利払いを実施する。同
じく23日利払いの㌦建て債は30日の猶予期間があり、この日に債務不履行に陥る可能性は
なくなった。中国政府は金融危機を阻止する姿勢が鮮明で、混乱回避をいったん優先する。
だが恒大の年内の利払いは社債だけで700億円を超え、2022年からは多額の満期償還を控
える。前途はなお多難だ。

＊東南ｱ財政悪化　通貨安のﾘｽｸ…ｺﾛﾅで追加対策、緩む規律
東南ｱｼﾞｱ各国の財政が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽで急速に悪化している。感染拡大が長引き、追加の
経済対策に追われているためだ。中央銀行による国債の直接引き受けや、債務上限の撤廃
など「禁じ手」が相次ぐ。財政の非常事態が長引けば、通貨急落で経済が混乱する恐れがあ
る。
⦿東南ｱの21年GDP成長率は下振れ「GDP率（4月と比較）、接種率」
　 ◦ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ「4.1%（▴0.4）、16.33%」 　◦ﾏﾚｰｼｱ「5.5%（▴0.5）、56.3%」
 　◦ﾀｲ         「2%（▴1）、21.4%」　　　 　◦ﾍﾞﾄﾅﾑ 「5.8%（▴0.9）、6.64%」
・ﾀｲ政府はGDP比の政府債務残高の上限を従来の60%➞70%へ。ﾊﾞﾝｺｸ等で行動制限強化
で景気悪化。政府債務残高は58.8%の見込み。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱも経済復興委予算を増額。ﾏｲﾅｽに陥ったGDPを4％前後に。財源ねん出に、日本
では原則禁じている中銀の国債引受け手法導入。
・ﾏﾚｰｼｱも政府債務上限を60％に。財政赤字はﾘｰﾏﾝ危機後に匹敵。



2021/9/23 経済

2021/9/23 社会
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2021/9/24 経済

2021/9/24 指導部

2021/9/25
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経済

2021/9/25 経済

＊中国、資金流出の穴塞ぐ…仮想通貨禁止　ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人民元控え
中国が暗号資産（仮想通貨）への締め付けを一段と強めている。ﾏﾈｰﾛﾝﾀﾞﾘﾝｸﾞ（資金洗浄）
や詐欺への対応などに加え、中国の中央銀行が発行するﾃﾞｼﾞﾀﾙ通貨（CBDC）であるﾃﾞｼﾞﾀﾙ
人民元の準備を進めていることも一因にある。
・金融当局が海外とやり取りする資本の規制を強めていた。仮想通貨は規制をかいくぐる抜
け穴となっており、当局が監視を厳しくしてきた。
　「中国内は中央銀行が発行するﾃﾞｼﾞﾀﾙ通貨以外の仮想通貨を禁じる措置を進めており、
その延長線上の動き」とみる。

＊仮想通貨・韓国も規制強化…業者の半数淘汰
3月に施行された特定金融情報法（特金法）の改正により、暗号資産交換業者は２４日まで
に政府に申告しないと継続できなくなった。申告には❶情報ｾｷｭﾘﾃｨ認証の「ISMS」取得❷入
出金が実名確認可能
な口座開設の確認❸役員の法令違反がないことーー以上の3つの条件を満たす必要があ
る。韓国66社の交換業者があるが大手4社となった。

＊②TPPを巡る各国・地域の対応には温度差も
　・『日本』＝台湾の加盟申請を「歓迎したい」（茂木外相）。中国の加盟
　　申請には「高いﾚﾍﾞﾙを満たす用意ができているか見極めが必要」。
　・『中国』＝加盟申請。『台湾』＝加盟申請。「全てのﾙｰﾙ受け入れる」
　　（蔡英文総統）。『米国』＝再加盟の交渉段階には「明らかに達して
　　いない」（ｻｷ大統領報道官）。『ｶﾅﾀﾞ』＝「いかなる加盟申請を検討
　する際も、加盟国と協力し、合意に達するよう務める」（ｶﾅﾀﾞ外務省）。
　・『ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾏﾚｰｼｱ』＝中国の加盟申請に歓迎の意向を表明。
●茂木外相は米国にTPP復帰を促した。ところが今のところ望み薄だ。ﾊﾞｲﾃﾞﾝ大統領の支持
基盤の労働組合はTPPに反対。野党・共和党も復帰に否定的。22年秋の中間選挙を前に、
危険を冒す政治的余力無し。

＊ﾕﾆｸﾛ・ｾﾌﾞﾝも人材争奪…IT企業から転職、半数が他業種へ
　　　　　　　　　　　　　　「丸投げ」脱却へ　年収2千万円も
DXを支えるIT人材の争奪戦が激しい。ｼｽﾃﾑ構築・運用するIT企業からの転職で他業界を選
ぶ人材は半数に迫る。ｾﾌﾞﾝ＆ｱｲHDは1600人採用。「ﾕﾆｸﾛ」はデータ解析など一部の職種
に2千万円年収を提示。IT業界による人材囲い込みの構造が崩れる。

＊①試される対中包囲網…TPP、覇権争いの場に
　　　　　　　　　　　　　　　　 日本は台湾を「歓迎」
環太平洋経済連携協定（TPP)は中国に加えて台湾も加盟を申請したことで、自由主義と権
威主義の覇権争いの部隊の様相を呈してきた。茂木敏充外相は23日、台湾の申請を「歓迎
したい」と表明したが、加盟国の対応には温度差がにじむ。本来は対中包囲網を期待された
TPPにとって試練となる。離脱した米国が身動き取れないなか、自由主義陣営の一角として
日本は重責を担う。

＊不動産に「共同富裕」の重圧…中国恒大、債務不履行は一旦回避
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「第2の恒大」の恐れも
習近平指導部が唱える「共同富裕」と「金融ﾘｽｸの解消」が中国の不動産会社の経営にのし
かかっている。中国恒大集団は23日の人民元建て債の利払いを表明したが、過剰負債は不
動産会社に共通する問題だ。第2、第3の「恒大」が現れ、経済の重荷になる恐れ否定でき
ず。
米紙報道・・中国当局が不動産大手、中国恒大集団の経営破綻に備えるよう地方政府に指
示していたことが分かった。米紙ｳｫｰﾙ・ｽﾄﾘｰﾄ・ｼﾞｬｰﾅﾙが電子版で関係者の話として報じ
た。恒大の破綻による社会への悪影響を最小限に抑えるための措置とみられる。

＊台湾有事「6年内」に現実味…前米軍司令官ﾌｨﾘｯﾌﾟ・ﾃﾞｰﾋﾞｯﾄｿﾝ氏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　習体制の節目　年頭
米ｲﾝﾄﾞ太平洋軍の司令官を2021年春まで務めたﾌｨﾘｯﾌﾟ・ﾃﾞﾋﾞｯﾄｿﾝ氏は中国が今後6年以内
に台湾を侵攻し、力ずくで併合する展開が「一段と現実味を帯びている」と語った。根拠とし
て「2027年に到来しうる習近平体制の節目」を挙げ、中国の内政事情が動因になるとの認識
を示した。
・同氏は「ﾐｻｲﾙ、ｻｲﾊﾞｰや訓練の能力、兵力の相互利用や後方支援の向上と言った中国人
民解放軍の変化は、中国がその道を選択すれば6年以内に台湾を侵攻する能力を備えるこ
とを示している。



2021/9/25 医薬

2021/9/26 経済

2021/9/27 経済

2021/9/28 経済

2021/9/28 経済

2021/9/29 経済 ＊中国、深刻な電力不足…環境対策で石炭火力抑制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｱｯﾌﾟﾙ・ﾃﾗｽ向け工場停止
中国で深刻な電力不足が起きている。当局が環境対策として石炭を主燃料とする火力発電
所の発電抑制に動いたことが要因で、同国ﾒﾃﾞｨｱは全国の約3分の2の地域で電力供給を制
限したと報じた。米ｱｯﾌﾟﾙや米ﾃｽﾗ向け部品を生産しているとされる工場が操業を停止し、日
系企業にも影響が出始めている。

＊米中、東南ｱｼﾞｱへﾜｸﾁﾝ技術…産業育成、影響力競う
⦿東南ｱｼﾞｱへｺﾛﾅﾜｸﾁﾝの技術移転が進む
『ﾍﾞﾄﾅﾑ』＝複合企業最大手米ﾊﾞｲｵと組み、22年初めにもmRNAを
　　用いたﾜｸﾁﾝの生産を開始。塩野義製薬も現地生産を検討。
『ﾀｲ』＝王室系製薬が英ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶから技術移転を受け6月から生産
『ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ』＝地場製薬が中国雲南沃森生物技術と協力し22年7月から
　　ｍRNAを活用するﾜｸﾁﾝを生産予定

＊中国、財政赤字が急拡大へ…25年、2.3倍の170兆円突破
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年金・医療の給付増加
中国の財政赤字が急拡大する。2025年には10兆元（約170兆円）を突破し、21年の2.3倍に
なる見通しだ。税収の伸びが鈍るほか、22年から中国版「団塊世代」の大量退職も始まり、
年金や医療の給付が増える。健全とされてきた財政の急速な悪化は中国経済の新たな火
種になる。
・社会保障費の抑制につながる不人気政策は、庶民の反発を強める。

＊中国、深刻な電力不足…環境対策で石炭火力抑制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｱｯﾌﾟﾙ・ﾃﾗｽ向け工場停止
中国で深刻な電力不足が起きている。当局が環境対策として石炭を主燃料とする火力発電
所の発電抑制に動いたことが要因で、同国ﾒﾃﾞｨｱは全国の約3分の2の地域で電力供給を制
限したと報じた。米ｱｯﾌﾟﾙや米ﾃｽﾗ向け部品を生産しているとされる工場が操業を停止し、日
系企業にも影響が出始めている。

＊技術利用に共同原則…日米豪印、対中念頭に人権重視
　　　　　　　　　5Gや半導体など対象、ｻｲﾊﾞｰ・宇宙でも協力
日本、米国、ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ｲﾝﾄﾞの首脳は24日の会議後、共同声明を発表。5Gや半導体などの
技術利用で人権や共通の価値観を重視する共同原則を明記した。権威主義的な行動をとる
中国を念頭に置く。
⦿日米豪印首脳による合意事項や具体的な施策
『先端技術』＝・技術の開発や利用に関する共同原則を発表。・半導体
　　のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ確保や５G展開で協力。・ﾊﾞｲｵ技術の動向調査。
『宇宙・ｻｲﾊﾞｰ』＝・ｻｲﾊﾞｰ担当高官による定期会合。・重要ｲﾝﾌﾗを狙う
　　ｻｲﾊﾞｰ攻撃への対応で連携。・衛星ﾃﾞｰﾀ共有。宇宙空間のﾙｰﾙ作り。
『気候変動』＝水素ｴﾈﾙｷﾞｰの生産拡大や輸送ｲﾝﾌﾗの開発
『新型ｺﾛﾅ』＝全世界に12億回分超にﾜｸﾁﾝを供給
『ｲﾝﾌﾗ』＝ｲﾝﾌﾗ担当高官による定期会合

＊中国、不動産ﾊﾞﾌﾞﾙ懸念…かつての日本超す
　　　　　　「ﾏﾝｼｮﾝ価格、年収57倍」「民間債務はGDPの2倍」
中国恒大集団の過剰債務問題をきっかけに、中国の不動産ﾊﾞﾌﾞﾙへの懸念が高まってい
る。格差是正を掲げる習近平指導部にとって不動産価格の高騰を容認しにくくなっているた
めだ。経済規模に対する民間債務比率などの指標はﾊﾞﾌﾞﾙ期の日本を超えており、軟着陸
は容易ではない。中国経済が低迷期に入る可能性がある。
・日本政府は積み上がった金融機関の不良債権を時間をかけて処理するが、不良債権の増
加が収まらず、貸し渋りや資金回収が広がる。経済の収縮を招き「負の遺産」の処理に10年
以上要した。
⦿ﾏﾝｼｮﾝ価格の年収に対する比率
2021年中国＝深圳（57.97倍）、北京（55.80）、上海（45.55）、広州（40.67）
1990年日本＝京都（18.36）、東京（18.12）、神奈川（15.32）、大阪（13.87）
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＊SK、米車載電池でLG猛追…ﾌｫｰﾄﾞ合弁に5000億円投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大型車EV化で　生産能力を増強
韓国SKが車載電池市場で、世界ｼｪｱ2位の韓国LG化学に勝負を挑む。28日に米ﾌｫｰﾄﾞ・ﾓｰ
ﾀｰとの電池生産合弁で2工場を建設すると発表。米ｾﾞﾈﾗﾙ・ﾓｰﾀｰｽﾞ（GM）と組んで先行する
LGに対抗する。ﾊﾞｲﾃﾞﾝ米政権のEV振興策を背景に、ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸなど大型車のEV化が進
む。急成長を見込む米市場でｼｪｱを獲得し、先行ﾒｰｶｰを追い上げる。

＊「隠れた対中債務」43兆円…42ヵ国、GDPの１割超
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 米民間調べ　一帯一路で影響力
中国の「一帯一路」に絡み、融資を受けた中低所得国で政府負債として公になっていない
「隠れた債務」が3850億㌦（約43兆円）に上ることが29日、米調査機関のｴｲﾄﾞﾃﾞｰﾀ研究所の
調べでわかった。対中債務が国内総生産（GDP）の10%を超える国は42ヵ国にのぼる。中国
が不透明な融資を通じて、急速に影響力を強めている実態が浮き彫りになった。
・対中隠れ債務がGDP比で最も大きかったのはﾗｵｽで35%、政府債務と合わせた対中債務
は64%に及ぶ。これらの融資は初の「中国ﾗｵｽ高速道路」に使われた。
・途上国の財政状況はｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響で打撃を受けており、中国の融資姿勢次第で一段と
悪化しかねない。資金繰りに窮し、債務交渉に動く国、出始める。

＊ﾓﾊﾞｲﾙ決済　東南ｱｼﾞｱで消耗戦…ｸﾞﾗﾌﾞなどア赤字でも投資「撤退企業も」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資産運用や融資　多機能がｶｷﾞ
東南ｱｼﾞｱのﾓﾊﾞｲﾙ決済市場が消耗戦に突入している。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ下でｷｬｯｼｭﾚｽ化が急
速に進む中、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのｸﾗﾌﾞやｼｰなどが顧客獲得への投資を積極化。はじき出される形で
著名ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが9月で撤退に追い込まれた。主要6ヵ国で2025年には市場規模が20年比4
倍になるとの見方もあるが今後は再編も進みそうだ。
・ｹﾞｰﾑ機器ﾒｰｶｰ、ﾚｲｻﾞｰは9月末で「ﾚｲｻﾞｰﾍﾟｲ」のｻｰﾋﾞｽを全面的に終了する。

＊中国恒大、地銀株を売却…1700億円、資金繰り確保急務
中国の恒大集団は傘下の地方銀行、盛京銀行の株式19.93%を約99億元（約1700億円）で売
却すると発表。世界最大規模の広州FCのｻｯｶｰｽﾀｼﾞｱﾑ（建設中）などの売却交渉を進めて
いるとの報道有り。
・恒大の経営不振が盛京銀行通じて中国の金融ｼｽﾃﾑに波及するとの指摘あり、当局が事
実上、株式売却を後押ししたとみられる。

＊行動制限、共通網を直撃…ﾍﾞﾄﾅﾑ、初のﾏｲﾅｽ成長（7～9月6.17%減）
ﾍﾞﾄﾅﾑ統計総局が29日に発表した7～9月期のGDPは前年比6.17%減だった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
の感染拡大で、個人消費が低迷。ﾍﾞﾄﾅﾑはｺﾛﾅ対策の優等生だったが、7月からﾃﾞﾙﾀ型の流
行が始まり、ﾛｯｸﾀﾞｳﾝが実施された。同国は医療体制に不安を抱える為規制を厳しくしてい
る。ﾜｸﾁﾝ接種が8%、ﾜｸﾁﾝ調達が課題


